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鶴岡市総合計画実施計画の策定について

本市総合計画の推進を図るため、平成２３～２５年度を計画期間とする実施

計画を下記の手順により策定する。

庁内各部の課題や施策・事業に基づき、実施計画（案）の作成

実施計画（案）に対する意見聴取

平成２３年度予算の編成

実施計画策定

計画の公表

実施計画の策定フロー

行
財
政
改
革
大
綱
の
策
定



鶴岡総合研究所

事務局
〔企画部企画調整課〕

鶴岡市総合計画審議会

実施計画の推進体制
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鶴岡まちづくり塾
企画専門委員会

幹事会

各部・各庁舎

各 課

市 長

意見・提案
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鶴岡市総合計画実施計画〔平成 23～25 年度〕全体フレーム 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【地域を取り巻く状況】 

○厳しい地域経済・雇用情勢 

○制度・政策の変化への対応 

【市政の課題】 

○地域経済の活性化と雇用の確保 

○若年層の流入・定着 

○集客・交流の拡大 

○未来を担い地域を支える人材の育成 

○安全安心の確保 

○地域の優れた資源・特性の保全・継承・

活用 

○低炭素・資源循環型社会の形成 

【時代の趨勢】 

○少子高齢化・人口減少の進行 

○情報化・グローバル化の進展 

○地球環境・資源の制約の高まり 

【総合計画】 

－めざす都市像－ 

「人 くらし 自然 みんないきいき 心やすらぐ文化をつむぐ悠久のまち 鶴岡」 

－まちづくりの基本方針－ 

○健康福祉都市の形成  ○学術産業都市の構築  ○森林文化都市の創造 

【まちづくりの柱】 
－鶴岡ルネサンス宣言－ 

「市民・地域・行政の協調・協力による総合力の発揮により 

持続可能な希望あふれる鶴岡をつくる」 

 

○地場の可能性をのばす創造文化都市 

○観光で人と人が繋がっていく観光文化都市 

○知を活かす学術文化都市 

○暮らす環境を整える安心文化都市 

○自然と共に生きる森林文化都市 

【重点方針】 

１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」 

２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮らせるようにします」 

３「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」 

【現状と課題】 

基本計画の体系に基づく主な施策 

           ○市民・地域・行政の協調・協力による地域の総合力の発揮 

            ○地域主権（地方分権）への対応と行財政改革の推進 

        ○各地域の特色を活かした地域づくりの推進 

        ○地域の実態を踏まえた国などへの提言要望  

【計画の推進】 



 

 

 

 

 

 

【重点施策】 

（１）知恵と工夫の伝統を基盤とする農業振興 

（２）農林水産業の六次産業化 

（３）商工業の振興 

（４）地域資源を活かした観光の振興と集客交流の拡大 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】 

（１）地域コミュニティの活性化と暮らしの安全・安心の確保 

（２）市民の健康の増進と医療体制の充実 

（３）温かい福祉の地域づくり 

（４）子育て・学習・教育の体制と環境の整備 

（５）過疎地域の振興 

 

 

 

 

 

【重点施策】 

（１）知を推進力とするバイオクラスターの形成 

（２）森林文化都市構想と森林の保全・利活用の推進 

（３）地域特性を生かした低炭素社会・資源循環型社会の形成 

 
 
 
 
 
 
 
 

【重点方針１】 

「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」 

【重点方針２】 

「市民・地域・行政が協調・協力して、安全・安心に暮らせるようにします」 

【重点方針３】 

「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」 

【重点方針・重点施策】 



 

 

 
地場の可能性をのばす創造文化都市 

 
（主な施策） 

・農商工連携、産学官連携による農林水産業の六次産業化 

・中心市街地・まちなかの機能充実と魅力の向上 

・中心市街地活性化に資する民間事業の促進 

・企業立地と取引拡大をめざす首都圏との人材ネットワークの構築 

・食文化創造都市の推進 

 
 
 

観光で人と人が繋がっていく観光文化都市 
 

（主な施策） 
・観光大使の任命 

・新しい観光の振興 

・温泉街・宿坊街の魅力の向上と賑わい創出 

・観光客の受入れ環境の充実 

・加茂水族館の整備 

 
 
 

知を活かす学術文化都市 
 

（主な施策） 

・高等教育研究機関への支援と連携の促進 

・バイオを核とした高度な産業集積の促進 

・慶大先端研の世界最先端の研究開発の促進 

・生命科学の若い人材育成の推進 

・学会などの誘致 

 
 
 
 
 
 

【「鶴岡ルネサンス宣言」に基づく主な施策】 



 
 
 

暮らす環境を整える安心文化都市 
 

（主な施策） 

・小中学校などの耐震化 

・子育て支援の充実 

・救急医療体制の充実 

・医療・福祉の充実 

・健診受診率日本一をめざした施策の展開 

 
 
 
 

自然と共に生きる森林文化都市 
 

（主な施策） 

・森に親しむ機会の創出 

・森林のなかでの子どもの育成 

・庄内自然博物園（仮称）の整備 

・森林経営プログラムの策定 

・地域産木材の活用促進 

・木質バイオマスの活用促進 

 
 
 
 
 
 
 



重点方針１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」

【重点施策(1)-1】知恵と工夫の伝統を基盤とする農業振興

知的な工夫を積み重ね、文化性豊かな作物を生産してきた本市農業の伝統を受け継ぎ、今後とも持続
的な発展が図られるようにするため、若者や意欲ある担い手が積極的に事業に取り組み、農業経営の安
定を拡大を図ることのできる環境を整備するとともに、地域の資源や特性を最大限に活かしながら、消費
者に高く評価される安全・安心でおいしい農産物を提供することをめざします。

これまでの主な施策 施策に対する評価・課題

担い手の育成・確保と経営拡大の支援 米の消費量の減少や農産物価格の低迷により農業経営が厳しさを増す中で、担い
手の農業経営の安定化を図るため、認定農業者の経営力向上に向けた各種支援や農
地の利用集積、集落の実態にあわせた集落営農の組織化を進めていく必要がある。

新規就農者・後継者育成の自立支援とネッ
トワークづくり

農外から就農するためには、農地や機械施設等の確保、生産技術の修得や資金確
保など課題も多いことから、新規学卒者やUターン者が農業に魅力と生きがいを
持って就農し、地域農業の担い手になれるような仕組みづくりが必要である。

中山間地域の農業活性化 農家数の減少、担い手・後継者不足、耕作放棄地の増加など厳しい状況下にある
中山間地域では、中山間地域等直接支払交付金を活用した営農活動や共同活動によ
り農業の多面的機能の維持・保全がなされており、引き続き同交付金を活用しなが
ら地域特性を生かした農業生産等の継続・維持を図る必要がある。

農業生産基盤の維持及び整備推進 本市の水田ほ場整備はほぼ完了し、作業効率の向上や農業経営体の規模拡大に大
きな役割を果たしてきたが、基幹水利施設の老朽化や米の消費量の減少による転作
田の畑地化への対応など、今後も農業生産基盤を計画的に整備する必要がある。



〔今後の主な取組み〕

○新たな認定農業者の育成・確保に向けた支援・指導

○経営規模拡大に対する支援、集落営農の組織化・法人化に必要な農業用機械・施設などの導入支援

○短期農業研修による新規就農者・農業後継者の育成・確保とその効果的な方策の研究・検討、農地の取得・
借入及び農業用機械・施設の導入に対する支援

○中山間地域における集落営農の組織化や地域住民の自立的活動の支援

○転作田の暗渠排水やかんがい施設などの基盤整備、農業用排水施設及びため池の整備



重点方針１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」

【重点施策(1)-2】知恵と工夫の伝統を基盤とする農業振興

これまでの主な施策 施策に対する評価・課題

売れる米づくりの推進 「庄内米」ブランドの確立のため、有機栽培米・特別栽培米の生産拡大に向け
取り組んでいるが、期待の新品種の主産地として環境にやさしく美味しい米づく
りをさらに促進する。また宣伝活動の強化などによる「売れる米づくり」にも積
極的に取り組んでいく必要がある。

地域の特性を生かした農業振興の推進 各地域の農業は、その立地条件や自然環境などの違いから、地域の特性をそれ
ぞれ生かした農産物の生産を行ってきたが、今後も引き続き、地域ならではの特
色を更に発揮した農業を戦略的に推進していく必要がある。

在来作物の特性を生かした農業振興の推進 本市の農家によって守り育てられてきた在来作物は、地域特産物としての可能
性を秘めたものであり、大学研究機関などとの連携による機能性成分の分析評価
とともに、新たな地域特産物としての利用研究にも取り組んでいく必要がある。

優良堆肥の生産を支える耕畜連携の推進と
畜産の振興

環境保全型農業の推進を図るためには有機性堆肥の安定的な確保が必要不可欠
であり、耕種農家と畜産農家との耕畜連携による堆肥の安定供給体制の構築とと
もに、持続可能な畜産の営農モデルを模索しその振興を図っていく必要がある。

環境に配慮した農業の振興 地球温暖化防止や生物多様性保全の効果の高い環境にやさしい農業の取組みを
推進するため、有機栽培・特別栽培に取り組む農業者の拡大を図るとともに、消
費者から選ばれる産地づくりを目指していく必要がある。



〔今後の主な取組み〕

○在来作物の種子保存と機能性の研究や高付加価値販売につながる取組みの支援

○新ブランド米「つや姫」誕生を契機とした有機・特別栽培米の作付け促進、積極的な宣伝活動などによる
販路拡大

○各地域の特色を発揮した先導的事業の実施

○優良堆肥の安定的な生産流通システムの構築に向けた検討、優良種の導入、自給飼料の生産拡大な
どに対する支援

○エコファーマーの認定の促進、農産物認定認証制度の普及促進につながる取組みへの支援

新規
拡充

新規
拡充

新規
拡充



重点方針１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」

【重点施策(2)】農林水産業の六次産業化

優れた農林水産物を生み出す本市の農林水産業を機軸として、加工製造や流通販売、観光をはじめとする

サービス産業などと一体になった多様な六次産業化の取組みを推進するため、高等教育機関の集積を活かし、
農林水産業関係者による自主的な他業種の事業者との連携による新たな事業の創出と拡大を図り、地域産業の
振興をめざします。

これまでの主な施策 施策に対する評価・課題

農商工観分野の産学官連携の促進 農商工観連携が注目を集めるなか、本市でも地元農林水産物を活用した各種製
品開発が取組まれているものの、農林水産物の生産拡大にまでは至ってない。今
後さらに産業関係団体の連携を強化するとともに、地域の豊かな食文化資源を国
内外にアピールし、新たな価値を生み出していく必要がある。

農山漁村地域の交流人口の拡大 人口減少傾向にある農山漁村において、交流人口の拡大による活性化が求めら
れている中、鶴岡市グリーンツーリズム協議会などと引き続き連携しながら、グ
リーン・ブルーツーリズムのメニュー拡充や体制整備を進めていく必要がある。

新たな農林水産ビジネスの展開の支援 農林水産物価格が低迷するなか、１次産業の生産者が加工、流通・販売の付加
価値を獲得して農業所得等の向上に結び付けていくことが求められている。従来
の補助事業の枠組みにとらわれることなく農林漁業者等が現場の視点で策定した
取組みを支援していく必要がある。

鶴岡シルクのブランド化と一貫生産の実現 全国で唯一鶴岡だけが、絹の一貫生産工程が残っており、文化的、伝統的側面
もあわせた形での振興発展が求められている。養蚕業のみならず、桑葉や絹など
を使った新たな商品開発など、鶴岡シルクのブランド化と一貫生産の実現に向け
た具体的な取組みを引き続き推進していく必要がある。



〔今後の主な取組み〕

○農商工観連携総合推進協議会による産業関係団体のネットワーク強化

○農作物及び食品による高機能食産業の振興に向けた文部科学省の事業活用による研究開発の推進

○農山漁村の資源を活用したグリーンツーリズムの体験プログラムの作成支援、受入れ体制の整備促進

○新しい農林水産業ビジネスの事業の掘り起こし、ビジネスモデルの具体化に向けた支援

○鶴岡シルクタウンプロジェクトの推進

新規
拡充

新規
拡充

新規
拡充

新規
拡充

○ユネスコ創造都市ネットワークへの加盟に向けた食文化都市の推進



重点方針１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」

【重点施策(3)】商工業の振興

地域の雇用に大きく貢献している製造業などの企業の取引拡大と立地促進に努めるとともに、民間事業者と行

政が連携・協力して中心商店街及び中心市街地の活性化を図ります。

これまでの主な施策 施策に対する評価・課題

企業立地と取引拡大をめざす首都圏との人
材ネットワークの構築

新たな企業立地や地元企業の取引拡大を図るため、首都圏の情報収集を目的と
した地元縁故者などで構成される組織を立ち上げているが、引き続き会員の拡大
を図りながら、ネットワークづくりを推進していく必要がある。

企業立地や既存企業の投資促進 本市がもつ優位性や優遇措置などを活かしながら、新規企業の立地促進や既存
企業の投資促進を図っていく必要があるものの、一昨年秋以降の世界景気の悪化
や日本国内からの製造部門の撤退などにより、新たな企業立地が難しくなってい
る。

商店街や商業者団体等が行う意欲的な取組
みへの支援

これまで中心市街地活性化基本計画に基づき、空洞化対策を実施してきたが、
今後も、商店街や商業者団体等が行う意欲ある取組みに対する支援を行い、魅力
ある中心市街地の形成を図っていく必要がある。

意欲ある起業者の育成 意欲ある商業者や新規開業を目指す者が起業できるよう、経営ノウハウの蓄積
等によるレベルアップが求められている。今後も各種講座の開催など、商工会議
所や商店街が連携し、中心商店街の空店舗の活用になどよる起業家育成を支援す
る必要がある。

◎鶴岡市中心市街地活性化基本計画における数値目標

・中心商業地区の自転車歩行者通行量（休日） H17：5,590人⇒H24：8,600人 現状（H21）4,750人
・中心商店街の空店舗数 H19：56店舗⇒H24：48店舗 現状（H21）58店舗



〔今後の主な取組み〕

○企業立地と取引拡大を目的とした首都圏在住者とのネットワークの構築

○企業立地促進法に基づく優遇措置などによる、新規企業立地、既存企業の投資の促進

○鶴岡タウンマネジメント機構による中心商店街活性化への支援

○商店街や商業者団体等が行う意欲的な取組みへの支援

○中心市街地の空き店舗などへの食関連業種出店などの起業支援



重点方針１「地域資源を新しい観点から捉えて産業を元気にし、雇用を確保します」

【重点施策(4)】地域資源を活かした観光の振興と集客交流の拡大

本市ならではの自然、歴史、文化、温泉など豊富な地域資源を活かし、多様化する観光ニーズの把握に努めな

がら、観光の振興と集客交流の拡大を図ります。

観光情報の収集方法が多様化する中で、観光案内・情報提供機能・口コミ情報
等の一層の充実を図るため、今後も効果的な情報発信の方法を検討していく必要
がある。

効果的な観光情報の発信

これまでの主な施策 施策に対する評価・課題

テーマ観光、体験型観光の充実 本市の観光入込客数は、全体では減少傾向にあったが、施設機能の重点化や旅
行ニーズを捉えたものについては増加傾向にあることから、観光のニーズを踏ま
えてテーマ観光・体験型観光の推進を図っていく必要がある。

広域連携を活かした観光メニューの充実 観光の形態・ニーズが多様化するなか、平成21年度の本市の観光入込客数がこ
れまでの減少傾向から増加に転じるなど、改善傾向が見られている。引き続き行
政と観光関連団体などが連携し、魅力ある広域観光を推進していく必要がある。

観光客の受入れ環境の充実 本市の観光資源はそれぞれが点在しているため、２次交通（鶴岡に来てからの
交通手段）の充実が求められている。今後外国人観光客の増加を図るため、外国
語での案内看板や情報提供など、受入環境の整備を進めていく必要がある。

学会などの誘致 各国や全国各地から研究者が集まる国内外の学会の地元開催は、本市の歴史・
文化・自然資源などを直接ＰＲできる機会になることから、地元の高等教育研究
機関と連携し、学会の招致や開催を支援していくことが必要である。

◎鶴岡市中心市街地活性化基本計画における数値目標

・主要な観光施設年間観光入込み客数 H18：157,100人⇒H24：212,100人 現状(H21)：155,000人
◎日本海きらきら羽越観光圏整備計画における数値目標

・観光入込み客数 H19：1,765万人⇒H25：2,030万人 現状(H21)：1,769万人



〔今後の主な取組み〕

○歴史文化や四季の自然、郷土食などを用いたテーマ型、体験型観光の充実

○ IT技術を活用した効果的な情報発信

○日本海きらきら羽越観光圏整備計画の事業推進

○点在する観光資源を結ぶ二次交通の強化及び多様な外国人観光客の受入れ環境の充実

○ 地元の高等教育機関との連携による国内外の学会の招致や開催への支援

新規
拡充



重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

【重点施策(1)】地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化と暮らしの安全･安心の確保

防災や防犯、住民の交流など生活の中で幅広く重要な役割を果たしている地域コミュニティの維持・活性化を図

るための支援を行うとともに、各地域の防災力の強化と災害時の対応の明確化、防災基盤の整備などを進め、私
たちの暮らしの安全・安心の確保を図ります。

消防本部の移転にともなう消防車両等の計画的な配置を進め、防災力の一層の充実
を図っていくとともに、消防救急無線デジタル化に向けた検討を進める必要がある。

消防機能の整備・充実

指導者講習会の実施やコミュニティ防災支援員の設置、防災資器材等の助成など、
自主防災組織の育成と支援に努めており、今後も継続して取り組む必要がある。

自主防災組織の育成と支援

平日日中や勤務中等の災害時の消防体制確保のため、消防団活動協力員制度などを
実施しているが、消防団を含めた地域の防災組織の弱体化は進んでおり、自主防災組
織と消防団の一層の連携が必要となっている。

自主防災組織と消防団の連携の強化

大規模災害に対応するため、洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの完成に続き、土砂災害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの
作成、災害時要援護者避難支援計画の早期整備など、防災体制の強化が必要である。

地域の防災体制の確保・強化

本市全体の整備状況を踏まえつつ、老朽化により更新が必要となる施設について、
拠点として真に求められる機能について住民と話し合い、整備を進める必要がある。

コミュニティ活動拠点の整備

行政と自治組織との連携・支援の内容は依然旧市町村ごと異なっており、新市とし
て、地域課題に対応した支援の在り方や課題解決のための施策展開が求められる。

地域コミュニティ活動の支援

町内会長等の研修会や代表者会議において、地域課題の共有や事例の研究などを通
した人材育成を進めており、課題解決のため一層リーダー育成を図る必要がある。

地域コミュニティのリーダー育成

これまでの地域コミュニティ実態調査により具体的な地域課題が明らかになりつつ
ある。今後、公共的サービスの提供や支援のあり方の検討を進めるほか、住民同士の
話し合いの機会を広げ、活性化の具体策を検討していく必要がある。

地域コミュニティの実態の把握と施策の
検討

施策に対する評価・課題これまでの主な施策



〔今後の主な取組み〕

○地域を支える人材の育成及び地域課題の解決のための研修会などの実施

○行政と住民自治組織の連携の強化と支援策の検討

○土砂災害ハザードマップ、災害時要援護者避難支援計画の作成及び地域防災計画の見直し

○自主防災組織と消防団の連携体制の構築に向けた検討

○自主防災組織の防災資器材購入等への支援等

○地域コミュニティ実態調査等による地域課題の解決に向けた施策の検討

○地域住民と行政との共同の検討による地域コミュニティ・防災活動拠点の整備

新規
拡充

○新消防庁舎を拠点とした防災力の充実及び消防分署の効果的な再整備計画の検討、消防救急無線のデ
ジタル化に向けた調査検討



重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

【重点施策(2)-1市民の健康の増進と医療体制の充実】

市民が自ら健康を守るという意識を醸成しながら、健診受診率の向上や健康づくり活動の推進などを通じ、心身

の健康の保持増進を図るとともに、荘内病院の機能充実と地域の医療機関との連携、分担による質の高い安定し
た医療サービスの提供、がん対策の推進、在宅医療と救急医療の体制強化などを進めます。

平成22年度より開所した市総合保健福祉センター「にこふる」に、保健セン
ター、子ども家庭支援センター、障害者相談支援センターの機能を配置し、市民
による健康づくりや子育て、福祉活動への支援を総合的に行っている。

総合保健福祉センターを拠点とした健康・
福祉活動の推進

これまでうつ病に関する普及啓発や個別ケア、ネットワーク構築などを柱に予
防対策を実施しており、その重要性が認識されつつある。今後は働き盛りや若い
世代にもうつ病の早期発見・対応を働きかけていく必要がある。

こころの健康づくりと自殺予防対策の推進

個別健康支援プログラム（ﾍﾙｽｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ）の実施、セミナー修了者による「健康
づくりサポーター」の組織化など、市民の生活習慣病一次予防対策を進めており、
今後も、健康の自己管理力の向上に向け取り組む必要がある。

ヘルスアップセミナーの拡充

がん検診の受診率向上に向け、働き盛り年代の早朝検診や受診券の一斉配布に
よる受診勧奨などを積極的に行っているが、受診率は50%に満たず、なお一層の
取組みが必要である。

健康診査の充実による健康づくり意識の啓
発

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

◎いきいき健康つるおか２１保健行動計画における数値目標

・各種がん検診の受診者数 胃がん H19：21,102人⇒H24：24,000人 現在(H21)  19,373人
・ 〃 大腸がん H19：23,386人⇒H24：26,000人 現在(H21)  21,846人
・ 〃 子宮がん H19：11,355人⇒H24：13,800人 現在(H21)  11,442人
・ 〃 乳がん H19：5,155人⇒H24：6,000人 現在(H21)    5,915人
・ 〃 肺がん H19：28,060人⇒H24：29,500人 現在(H21)  25,014人



〔今後の主な取組み〕

○ヘルスアップセミナーの拡充、保健師・栄養士等による健康教育・相談活動の推進

○うつ病予防などこころの健康づくりに関する意識啓発・相談対策の強化、自殺予防対策支援ネットワーク
の構築

○がん検診について働き盛り年代の早朝検診、若年者への受診勧奨、女性特有のがん検診の推進、健診未
受診者への新たな受診勧奨等、受診率の向上に向けた取組みの強化

○総合保健福祉センターによる市民の健康づくりや子育て、福祉活動への総合的な支援

◎いきいき健康つるおか２１保健行動計画における数値目標

・各種がん検診の要精検者の受診率 胃がん H19：91.1%⇒H24：100% 現在(H21) 95.3%
・ 〃 大腸がん H19：73.5%⇒H24：100% 現在(H21) 76.1%
・ 〃 子宮がん H19：75.2%⇒H24：100% 現在(H21) 64.2%
・ 〃 乳がん H19：73.3%⇒H24：100% 現在(H21) 77.9%
・ 〃 肺がん H19：81.7%⇒H24：100% 現在(H21) 69.9%

・自殺死亡数 H17：37.5人 ⇒H24：30.0人以下（１０万人あたり ３ヵ年平均） 現在(H21) 33.4人



【重点施策(2)-2市民の健康の増進と医療体制の充実】

平成22年度より休日歯科診療、平日夜間診療を開始しており、市民の応急医療
のニーズに応えていくとともに、荘内病院が二次救急医療機関（主に入院治療や
手術を必要とする重症患者に対応する機関）として機能分担が図れるよう、市民
への周知を一層図っていく必要がある。

休日夜間診療の機能拡充

荘内病院内「緩和ケアサポートセンター」では、がん患者や家族からの相談や
悩みが寄せられ、問題解決の窓口として機能している。今後、公開講座の実施な
どにより一層がんの緩和ケアの周知に努める必要がある。

在宅患者及び家族に対するサポート体制の
充実

診療体制充実に向けたプロジェクトとして、診療科ごとの次年度診療体制の検
討、医師事務作業補助者の配置等を行うとともに、大学医学部への医師派遣要望、
看護師の長期研修派遣等を行うなど、今後とも病院機能の充実を図る必要がある。

荘内病院の機能充実

医療連携のスムーズな実施のため、「かかりつけ医」制度の周知、荘内病院地
域医療連携推進協議会における関係者の情報共有、地域連携クリティカルパス※

の導入などを進めている。今後は地域連携クリティカルパス(現行は2疾病のみ)を
より多くの疾病に拡大する必要がある。

地域医療連携の推進と医療の機能分担

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

※地域連携クリティカルパスとは
急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計画を作成し、治療を受けるすべ

ての医療機関で共有して用いるもの。診療にあたる複数の医療機関が役割分担し、重複した検査をせ
ずにすむなど、転院早々から効果的なリハビリを開始できる。



〔今後の主な取組み〕

○休日・夜間の診療体制の強化と継続、平日夜間診療所・休日歯科診療所の機能周知の徹底

○「かかりつけ医」制度の浸透、四疾病（脳卒中、糖尿病、がん、心疾患）における地域連携クリティカルパス
の充実拡大、庄内南部地域の医療情報ネットワーク化を進める協議の実施

○荘内病院の医師の確保・定着、認定看護師等の養成など看護技能のスキルアップに向けた取組みの推進

○荘内病院と地域の開業医・医師会等との連携強化による、在宅患者への訪問診療や訪問介護の充実、
「がんの緩和ケア」の市民への一層の普及



【重点施策(3)-1】温かい福祉の地域づくり

市民一人ひとりが生涯を通じて、住み慣れた地域で安心して暮らせるように、市民や地域、関係機関な
どと行政との協働・連携による温かい福祉の地域づくりをめざします。

平成22年度より障害者相談支援センターを設置し、障害者を区分しない相談体制を
整備したが、公的機関あるいは事業者だけでは解決できないケースも多く、関係者に
よるネットワークによる解決に取り組んでいるもののまだ十分機能していない。今後
障害者自立支援協議会を設置し、適切な対応を図る必要がある。

相談支援事業の再編強化と地域生活の自
立支援のためのネットワークの推進

失業による生活困窮など、急増する相談案件に対応するため、面接相談員、就労支
援員を配置し、一定の成果を上げている。当面相談件数は減少傾向にないことから、
引き続き人的措置を図っていく必要がある。

生活課題に関する相談・支援体制の強化

これまで住民座談会等を開催し、地域課題を「つるおか地域福祉ビジョン06」とし
て整理し、地域福祉を的確に推進してきた。その後地域福祉活動のリーダーを中心に
積極的に住民主体の活動が展開されるなどの成果を上げており、今後も地域リーダー
を育成しながら、地域の声を反映させた福祉政策を計画的に進める必要がある。

市民の主体的な支え合い活動を推進する
福祉コミュニティの構築

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」



〔今後の主な取組み〕

○新たな「地域福祉計画」に基づく住民主体のまちづくりの推進

○生活課題に関する相談体制の強化

○障害者自立支援協議会の設置による障害者の自立の支援

○コミュニティワーカー養成研修プログラムによる地域福祉リーダーの育成

新規
拡充



【重点施策(3)-2】温かい福祉の地域づくり

ひとり暮らし高齢者、老老介護世帯、高齢者の孤立化等に対応するため、地域関係者
の連携強化を図ってきたが、効果の推移を引き続き検証しながら、高齢者を連携して
ケアするためのシステムづくりを進める必要がある。

高齢者の地域支援体制の整備

認知症高齢者の増加に対応し、見守りサービス、認知症ネットワーク体制検討会議、
特定高齢者認知症予防事業等に取り組んできたが、今後も増加傾向が予想されること
から、引き続き対策が必要である。

認知症対策の推進

３ヵ年ごとの事業計画のもと、県の支援計画と整合性を図りながら施設整備等を進
めてきたが、需要も多く不足感は否めない状況である。圏域ごとの整備状況や事業者
間のバランス等に配慮しながら整備を推進する。

介護保険施設の充実

介護保険事業者連絡協議会において研修会や情報交換会を開催したり、介護相談員
派遣事業で事故等の未然防止と早期発見を図るなど一定の成果を上げている。今後も
事業者と連携し研修等を行うほか、派遣事業の継続などサービスの質の確保と向上に
努める。

適切なサービス提供の確保

介護予防事業への参加者については一定の成果があるものの、総体的に参加者が少
なく、予防意識が十分に浸透していない。今後、介護予防の意識啓発、普及啓発に努
める必要がある。

介護予防の推進

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

◎いきいき健康つるおか２１保健行動計画における数値目標

・生活機能評価実施者数 H20：47.8%⇒H24：47.8%以上 現在(H21)  34.3%

・介護認定者の認知症者数 H20：21.4%⇒H24：21.4%以下 現在(H21)  25.3%



〔今後の主な取組み〕

○関係機関のネットワーク構築等による包括的ケア体制の強化

○次期介護保険事業計画の策定と介護サービスの質の確保・向上

○計画的な介護施設整備の推進

○認知症高齢者を支える地域ケアシステムの整備の推進

○市直営地域包括支援センターのエリア見直しと民営化の検討及び在宅支援センターの包括支援センター化
の検討

新規
拡充

○介護予防の意識啓発の推進



重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

【重点施策(4)-1子育て・学習・教育の体制と環境の整備】

本市の恵まれた自然と歴史文化を生かし、行政と関係団体などが家庭や地域と連携協力して、未来を担う子ど

もたちが健全に育ち個性と能力を存分に伸ばすことができるよう、環境や体制を整備を図ります。

地域の大人の協力の下、放課後に子どもたちが自由に参加できる放課後子ども教室
を実施し、子ども同士の自由な交流あるいは地域の大人と子どもの交流の場を提供し
ているが、今後更に地域、行政、学校が連携し、推進する必要がある。

地域社会で子どもを育てる環境づくり

これまで国・市で放課後児童クラブへの支援を行っているが、今後も地域の実態に
対応した形で、全児童を対象とした子どもの居場所づくりを進めていく必要がある。

放課後児童対策の推進

本市には数多くの文化資源が保存伝承されており、今後とも、資源の情報把握と調
査研究に努め、現状に即し適切に保護、復元、活動支援等を行う必要がある。

歴史的文化資源の調査・研究及び保存・
伝承

芸術文化協会など芸術関係団体や多くの市民の努力と連携により、鶴岡アート
フォーラムなどで芸術文化活動が活発に行われている。一方で老朽化の著しい文化会
館の再整備が課題となっており、早急に検討を進める必要がある。

市民の芸術活動の環境の充実

森林など豊かな自然を生かした、都市と地域の子どもの自然体験学習・交流などを
進めており、今後も自然を積極的に子どもの育ちに生かしていく必要がある。

豊かな自然のなかでの子どもの育成

保育ニーズの多様化に対し、早朝・延長保育や乳児保育、休日保育や病児病後児保
育などを実施し対応しているが、市街地を中心に今後も増大する保育ニーズに対し、
適切な対策を講じていく必要がある。

保育サービス及び保育施設の充実

少子化の進行や核家族化等を背景とした子育ての不安解消や虐待防止などの多様な
ニーズに対応するため、子ども家庭支援センターを核とした子育てに関する相談・支
援の一層の推進が求められる。

子育てに関する相談・支援体制の強化

施策に対する評価・課題これまでの主な施策



〔今後の主な取組み〕

○保育需要に応じた保育サービスの拡大と適切な増改築、民間活力を生かした民営化の推進

○放課後児童クラブの適正規模の確保に対応した施設整備の実施

○子ども家庭支援センターを核とした地域子育て支援センターのネットワーク強化による相談・支援体制の充実、
子育てサークルの育成支援、ファミリーサポートセンター事業の推進

○文化会館の再整備の調査検討の推進及び鶴岡市芸術祭の充実

○致道博物館整備計画に基づく施設整備への支援及び史跡松ヶ岡開墾場の保存修理の実施

新規
拡充

新規
拡充

○森林地域にある保育園での自然体験プログラムや自然の恵みを生かした食育の推進及び海洋学習の場
としての加茂水族館の改築整備

○地域の実態にあった放課後子ども教室の実施及び活動内容等の検討



重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」

【重点施策(4)-2子育て・学習・教育の体制と環境の整備】

学校施設の老朽危険の解消及び耐震性能の確保は急務であり、これまで国補助
を受けながら順次対応しているが、今後も計画的かつ速やかな対応が必要である。

学校施設・機能の整備・充実

児童数の減少による学校の小規模化、複式学級の設置が進んでおり、平成22年
度より「学校適正配置検討委員会」で学校統合の方向性の検討を行っている。今
後、地域住民との話し合いを踏まえ具体的な統合内容を整理していく必要がある。

適正な学校規模・配置の実現

特別支援教育コーディネーター養成講座を重点的に実施しており教職員の指導
力は向上しているが、支援の必要な児童生徒は増加しており、一層の指導力向上、
体制強化が必要である。

教育相談及び特別支援教育体制の強化

これまで地域の方々の協力を得ながら、各学校が地域に根ざした教育を積極的
に取り入れており、今後も地域の理解・協力を得て特色ある学校・授業づくりを
進めていく必要がある。

特色ある学校づくり・授業づくりの推進

平成23年度からの学習指導要領の全面改訂に対応するため、生きる力の育成や
知識技能の確実な習得、外国語指導など、指導の重点に十分応えるための教職員
の指導研修や指導体制の充実を図る必要がある。

新しい学習指導要領への的確な対応と学習
環境の充実

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

◎鶴岡市建築物耐震改修促進計画における数値目標

・小中学校の耐震化率 H19：54.0％⇒H27：100％ 現在(H21) 74.4%



〔今後の主な取組み〕

○「特別支援教育コーディネーター連携会議」の組織化による指導体制の充実、「鶴岡市教育相談センター
（仮称）」の設置による教育相談体制の充実

○子どものより良い学習環境のため、適正な学校規模・配置等に関する検討の実施

○学習指導要領の改訂に伴う教職員の研修の強化及び指導環境の充実

○小中学校施設の改築・耐震化の計画的かつ速やかな実施

○学校と地域の連携を図り地域の人材活用を進め、各学校の特色あるカリキュラムづくりの推進



【重点施策(5)】過疎地域の振興

固有の文化を育み、市域の環境保全などでも大きな役割を果たしてきた中山間地域において、過疎化
が進む集落に住んでいる方々の安全・安心な暮らしの維持と集落の活性化を図ります。

有害鳥獣の被害の拡大は、減収のみならず農業者の生産意欲を低下させ、耕作放
棄地の増加や地域活動の停滞の懸念もあり、継続した対策が必要である。

鳥獣被害防止対策の推進

過疎地域における高齢者の割合は非常に高く、今後もその傾向が続くものと思わ
れることから、高齢者の安全確保、生活支援が不可欠となっている。

在宅高齢者及び介護家族の支援の充実

過疎地域に即した公共交通のあり方など新しい公共交通システムが求められてい
る。

公共交通輸送対策事業の推進

自宅から学校までの通学距離の長い過疎地域の方々にとって、通学費用の負担は
大きなものになっている。教育支援の面からエリア拡大の要請もあり、今後も支援
を行っていく。

過疎地域からの高等学校通学に係る負担
の軽減

地上デジタル放送が視聴できない難視地域について、電波状況の確認、住民説明
会などを開催し、着実に準備を進めている。今後も国の補助制度を活用し、受信設
備の整備を進めるなど完全移行に向けて着実な推進を図る必要がある。

地上デジタル放送の完全移行の推進

過疎化が進む地域において、主体的に今後の集落のあり方を検討することが必要
であるとともに、そういった集落における活動や住民の生活支援などの担い手とな
る集落支援員の設置が求められている。今後、過疎対策として体制整備と総合的、
計画的に事業を推進する必要がある。

過疎地域における集落活動などの支援の
仕組みづくり

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針２「市民・地域・行政が協調・協力して安全・安心に暮せるようにします」



〔今後の主な取組み〕

○過疎地域の高齢者支援

○過疎対策推進体制の整備と過疎地域自立促進計画に基づく過疎対策事業の推進

○難視地域の受信設備等の施設整備の促進

○朝日地域及び温海地域からの高等学校通学に係る負担の軽減

○過疎地域の生活交通確保の支援

○集落振興ビジョンの策定

○鳥獣被害防止対策協議会事業への支援

新規
拡充

新規
拡充



重点方針３ 「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」

【重点施策(1)】知を推進力とするバイオクラスターの形成

農業をはじめ「生命」に関する知恵と工夫の伝統文化を継承し、世界トップレベルの慶應義塾大学先端生命科

学研究所や山形大学農学部などの学術機関を擁する「生命科学のメッカ」となり、地方の品格ある都市として、国
内外に特色ある存在感を放つことで、若年層の流入・定着を促進する持続的戦略性を持った地域経営を図ります。

本市での死因のトップはがんであり、死亡率は全国・県平均よりも高い。先端
研では早期診断、簡易診断開発の可能性が高まっており、地域の総力を挙げてが
ん対策に取り組む必要がある。

がん研究を活かした特色ある健康・医療地
域づくりの推進

先端研の研究開発の進展や関連ベンチャー企業の事業拡張が順調に推移する一
方、貸室が不足しており、新たな企業の進出にも対応する必要があるため、その
受入体制の充実を図る必要がある。

バイオを核とした高度な産業集積の促進

地域資源の活用による地域振興が求められる中、本市の恵まれた高等教育研究
機関の集積を活かし、連携を強化充実することでこれまで多くの成果を上げてい
る。今後も連携を充実させることで「知の拠点」としての効果を存分に発揮して
いく必要がある。

高等教育研究機関への支援と連携の促進

雇用情勢について、本市の有効求人倍率が全国を上回るなど、改善傾向はみら
れるものの、その水準は1.00倍を大きく下回っており、依然として厳しい状況に
ある。本市の先端生命科学という新たな地域の特性を生かし、今後も若手人材の
育成・定着を進めて行くことが必要である。

生命科学の若い人材育成の推進

閉塞する従来型の産業構造から、これからの時代を見据えた新たな産業構造が
求められている。その中で本市の先端研の取組みは県の評価委員会からも非常に
高い評価を受けるなど、着実な成果を上げており、今後も研究開発の支援を行っ
て行く必要がある。

慶大先端研の世界最先端の研究開発の促進

施策に対する評価・課題これまでの主な施策



〔今後の主な取組み〕

○がんなどの疾病に関する早期発見をめざした地域次世代健康診断の開発、制度化及び普及促進

○教育研究機関に対する支援の推進

○高校生バイオサミット等への支援による若手人材の育成・定着の推進

○高等教育研究機関の連携による地域の産業振興、文化・学術振興、人材育成等のための効果的仕組み
（地域コンソーシアム）の構築

○山大農学部の支援組織の設立と支援の強化

○共同研究の促進とベンチャー企業の創出・育成の支援などによるバイオ関連研究機関・企業の集積拡大

○研究拠点施設の拡充

○先端医療開発特区セミナーの開催

新規
拡充

新規
拡充



【重点施策(2)】森林文化都市構想と森林の保全・利活用の推進

多様で広大な森林を持つ本市の特性を生かし、市民と森林とのよりよい関わりあいが深まるように します。

木材価格の低迷や従事者の高齢化などにより、森林経営は非常に困難な状況に
なっている。今後森林経営の立直しに向けた検討が求められている。

森林経営プログラムの策定

高館山、上池・下池及びその周辺地域は、多種多様な動植物の生息が見られ、県
内唯一の自然休養林の指定あるいはラムサール条約湿地に登録されるなど内外から
高い評価を受けているが、湿地の適切な保全とともに自然を活かした学習活動等の
基盤づくりの推進が求められている。

庄内自然博物園（仮称）の整備

本市の森林資源をクリーンエネルギーとして活用するため、スギのペレット化の
検討に取り組んでいるが、まだ検討途中であり、実用化に向けた更なる調査検討を
推進する必要がある。

木質バイオマスの普及促進

森林資源の循環の観点から地域産材の活用が求められており、公共建築物や民間
住宅建築による地域産材の需要拡大が求められている。また、木材乾燥施設が本市
にはないことから、その対応を検討する必要がある。

地域産木材の活用促進

本市の約7割の面積を占める森林の適正管理と有効活用を図るためにも引き続き、
林道、作業道等の林業生産基盤の整備に努める必要がある。また、森林整備につい
ても積極的に推進し、森林の保全、良質木材の生産を図る必要がある。

林業生産基盤の充実

これまで都市住民の森林地域への理解を深め、先進地との交流を図りながら必要
な調査研究等を実施してきたが、森林文化都市の実現には、市民と森林とのふれあ
いを一つひとつ積み上げていくことが重要であることから、今後もそれらの取組み
を推進する。

森に親しむ機会の創出

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針３ 「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」



〔今後の主な取組み〕

○地域産材の活用に向けた支援、木材乾燥施設整備の検討及び公共施設の整備への地域産材の利用

○森の案内人の養成と森林体験プログラムの開発

○南シュヴァルツヴァルト自然公園との草の根・市民レベルの交流

○「森の散歩道」づくりなど森林の魅力を体験できる機会の提供と環境の整備

○庄内自然博物園（仮称）の整備

○間伐や作業道開設などによる森林施業及び生産基盤の整備に対する支援

○スギ間伐材などの木質ペレットの普及促進など森林バイオマスの利用拡大

新規
拡充

新規
拡充

新規
拡充 ○森林整備計画・森林経営計画の策定の検討



【重点施策(3)-1】地域特性を生かした低炭素社会・資源循環型社会の形成

広大な森林、農林業の伝統、高等教育機関の集積などの本市の特性を生かし、二酸化炭素の排出量
の削減や、廃棄物の排出抑制・再使用・再生利用を促進する社会経済システムの構築や生活スタイルへ
の転換を図ることにより、低炭素社会、資源循環型社会の実現をめざします。

循環型社会形成推進基本法に基づき、本市における資源循環型社会構築の基本方
針を定めていくことが求められている。

資源循環型社会構築マスタープランの策
定

平成20年度に鶴岡市役所エコオフィス推進計画を策定し、温室効果ガスの排出
量削減に取り組み一定の成果をあげているほか、環境フェアや環境講座の開催など
普及啓発活動にも取り組んでいるが、より広範な取組みが求められている。

地球温暖化対策の推進

現在計画策定に向けた検討が進められており、本市の環境施策の基本となる計画
策定に向けての検討をさらに進める必要がある。

環境基本計画の策定

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針３ 「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」

◎鶴岡市地球温暖化対策実行計画における数値目標

・温室効果ガスの排出削減 H16：7,095t ⇒ H24：6,669t 現在(H21) 6,148t



〔今後の主な取組み〕

○環境基本計画の策定

○資源循環型社会構築マスタープランの策定

○鶴岡市地球温暖化対策実行計画（鶴岡市役所エコオフィス推進計画）の推進

新規
拡充



【重点施策(3)-2】地域特性を生かした低炭素社会・資源循環型社会の形成

低炭素社会を推進するため本市におけるクリーンエネルギー導入基礎調査に着手
しており、本市の特性を踏まえた今後の導入の方向性・方策について調査・検討が
必要である。

低炭素型の社会経済システムの構築に向
けた調査・検討

現在本市の地域特性を活かしたクリーンエネルギーの実用化に向けて検討を始め
たところであり、本格導入に向けてさらなる調査検討を進める必要がある。

環境に配慮したエネルギーの活用促進

これまでの市民消費者に対する普及啓発活動によりマイバッグ運動など一定の効
果は見られるものの、今後さらに幅広く新たな取組みを推進していくことが求めら
れる。

ごみ減量・リサイクルの推進

施策に対する評価・課題これまでの主な施策

重点方針３ 「将来を見据えて持続可能な希望あふれる地域をつくります」

◎鶴岡市一般廃棄物処理基本計画における数値目標

・ごみ総量 H16：47,558t ⇒ H27：39,529t 現在(H21)  44,934t

・市民一人あたり H16：600g ⇒ H27：500g 現在(H21)  634t

・生活系ごみ排出量 H16：31,601t ⇒ H27：25,167t 現在(H21)  32,091t

・事業系ごみ排出量 H16：15,957t ⇒ H27：14,361t 現在(H21)  12,843t

・リサイクル率 H16：14.6% ⇒ H27：24.6% 現在(H21)  14.5%

・資源回収量 H16：6,009t ⇒ H27：6,610t 現在(H21)  4,708t

・施設資源化率 H17：70% ⇒ H27：80% 現在(H21)  62.3%



〔今後の主な取組み〕

○優良リサイクル事業者認証制度の導入

○低炭素型の社会経済システムの構築に向けた調査及び地域新エネルギービジョンの策定

○環境にやさしい消費者（グリーンコンシューマー）運動の推進

○クリーンエネルギー （木質バイオマス、小規模水力等）の普及促進、導入及び事業化に向けた調査・
検討

新規
拡充

新規
拡充



現在、本市の男女共同参画計画の策定に向けて検討作業を進めている。今後、
当該計画に基づき、男女共同参画社会の形成に関する取組みを推進する。

男女共同参画計画の推進

若い市民のまちづくり組織として各地域の課題等について検討し、地域振興
策の企画立案に取り組むとともに、総合計画実施計画の策定に当たって若い市
民の目線から提言等を行っている。今後、企画した事業の実施に向けて更に検
討を進める。

「鶴岡まちづくり塾」の実施

ふるさと納税をいただいた方や観光大使の任命を受けた方々を「鶴岡サポー
ターズ」として位置付け、鶴岡応援団として組織化していくことを予定してい
る。

「鶴岡サポーターズ」の創設

市民と行政が協働して地域の課題解決等にあたるため、市民から鶴岡パート
ナーズの事業提案を募集した。今後その事業提案の内容を参考に、市民と行政
の協働のまちづくりを推進する。

「鶴岡パートナーズ」の実施

これまで（平成22年1～10月）28回の開催で、33団体、延べ800人を超
える参加者があった。市民の声を直接聴くことにより地域の実態を把握し、そ
れを的確に市政に活かすものとして、今後も引き続き取り組んでいく。

「車座ミーティング」の実施

これまでの実績と今後の取組み等施策名

１ 市民・地域・行政の協調・協力による地域の総合力の発揮

計 画 の 推 進

市民、地域、行政の協調・協力により地域の総合力を発揮して市政運営を行うため、下記の取組みを進める。



２ 地域主権（地方分権）への対応と行財政改革の推進

職員の資質向上の取組みとして、政策立案研修、接遇研修、各種業務・職階に
応じた研修など、多くの職員研修を実施するとともに、他機関主催の各種研修等
にも職員派遣を行ってきている。職員の資質向上のため、今後も引き続き継続す
る必要がある。

職員の資質向上

これまで定住自立圏構想の推進に向けて、近隣自治体で研究会を立ち上げ、協
議を進めてきている。今後も近隣自治体との連携による施策の在り方等について
協議検討を推進する。

定住自立圏構想の推進

本市のこれからの政策の方向性等について、有機識者から提言等をいただいて
いる。今後も中長期及び分野横断的といった観点から取り組むべき政策課題につ
いて調査検討を行う。

政策検討会議の実施

これまで（平成22年10月現在）７回の委員会が開催され、具体的な行財政改
革の検討が進められてきている。今後、行政改革大綱及び具体的な取組みについ
て検討を進めていく。

行財政改革推進委員会の運営

現在、行財政改革推進委員会において行政改革大綱の策定に向けて検討が進め
られている。引き続き、大綱策定に向けた検討を行う。

行政改革大綱の策定

これまでの実績と今後の取組み等施策名

行政ニーズが複雑多様化するとともに地域主権（地方分権）が推進されるなかで、自立的かつ効果的な施策の実施
に向けて行政機能の充実強化とともに、より簡素な行財政運営を図るため、下記の取組みを進める。



３ 各地域の特性を活かした地域づくりの推進

各地域の課題解決に向けた重要事項の調整や地域活性化に関する方策の検討を進
めるため、今年度より市長、副市長、支所長及び関係部長による全市的な調整を図
るための地域振興対策会議を実施しており、今後とも継続する。

地域振興対策会議の実施

各地域庁舎の地域振興の取組みと連動しながら、各地域課題に応じてテーマを設
定し、今後の地域振興のあり方を検討している。地域課題の解決に向けて今後も引
き続き開催する。

地域審議会の開催

これまで地域振興ビジョン等に基づき各種地域振興施策に取り組んできたが、今
後は当該事業のなかで、これまでの地域の課題調査等の内容を踏まえ、地域振興方
策を推進する。地域の特性や資源を活かした特色ある地域づくり、地域の実態把握
と課題解決及び住民参加による地域づくりの推進を対象テーマとして取り組む。

地域活性化事業

これまでの実績と今後の取組み等施策名

４ 地域の実態を踏まえた国などへの提言要望

国・県において地域の実態をきめ細かく踏まえながら制度・政策を立案・実施していくことが難しくなっていることか
ら、市として地域の実態を踏まえながら具体的な制度・政策を積極的に国・県に対して提言・要望する。

各地域の持つ資源や特性を最大限に活かした特色ある地域づくりを、相互の情報交換を行いながら各地域庁舎を中
心に推進する。



①道路、情報基盤など社会資本の整備
②森林を始めとする豊かな自然・文化資源
③これまで築かれてきた生活文化
④住民相互の絆、地域に対する誇り

①少子高齢化、人口減少による地域活力の低下
②地域コミュニティや集落維持の困難性
③農林水産業の衰退
④耕作放棄地、空家の増加など環境悪化
⑤誇りの空洞化

◆現状と課題◆ ◆過疎地域のポテンシャル◆

鶴岡市過疎地域自立促進計画鶴岡市過疎地域自立促進計画（案）（案）
～内外の力をあわせ、「安心」「誇り」「希望」に～内外の力をあわせ、「安心」「誇り」「希望」に

溢れる地域を目指します～溢れる地域を目指します～

・高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

①人口減少社会の到来と過疎化の進行
②市民ニーズの多様化、自然・本物志向などライフスタイルの変化
③地球環境保全に対する意識の変化
④森林の持つ多面的な機能に対する評価の高まり
⑤情報化社会の進展
⑥過疎法改正による過疎対策の充実

◆時代背景◆

１．住民のいのちと暮らし
を守る生活支援
【一歩踏み込んだ生活維持・高
齢者対策】
・高齢者の足の確保
・豪雪対策
・防災、災害への対応
・高齢者等の買い物支援
・高齢者見守り支援
・健康づくり・介護予防
・地域医療の確保

２．農林水産業の活性化と
６次産業化
【地域資源を生かした総合的な産
業振興】

・農業の担い手育成、確保
・地域特産物の生産・加工・販売
・鳥獣被害対策の重点的実施
・林業、水産業の推進

３．森林文化都市と地域を元
気にする観光・交流の推進
【森林文化都市の推進による地域
活性化】

・森林文化都市の推進
・観光誘客の推進
・グリーンツーリズム・体験交流の推進

◆分野ごとの施策

・産業の振興

・その他地域の自立促進に関し必要な事項・集落の整備・医療の確保

・交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

・地域文化の振興等

・生活環境の整備

・教育の振興

鶴岡市過疎地域対策の概要 鶴岡市企画部 地域活性化推進室

◆過疎計画における４つの重点方針

４．地域と集落の再生・活性化
【将来への希望と誇りを取り戻すため
の仕組み革新的な取組み】

・集落ビジョンと集落活性化事業
・地域を支えるネットワークづくり
・UIJターンの推進によ定住支援

・小規模、高齢化集落への支援



環境保全や水資源の供給などに大きな役割を果たしてきた過疎集落の住民の
いのちと暮らしを守るため、住民の生活交通・地域医療の確保、豪雪対策、
災害への対応など、条件不利により生じる生活格差の是正を図り、住民が将
来にわたり、安全に安心して暮らすことができる地域を実現していく。

【対策の骨子】

●地域交通確保と高齢者の生活交通支援
地域に適合した交通手段の導入と高齢者のバス交通利用者

への支援を行う。

●除排雪体制整備と高齢者への除排雪支援
除排雪体制の整備と豪雪に苦しむ中山間地域住民、特に高

齢者世帯への支援を行う。

●自主防災活動の促進と孤立集落への支援
自主防災組織を中心とした地域住民同士による支援体制づ

くりと孤立する恐れのある集落への支援を行う。

●高齢者等の買い物支援
自家用車等の移動手段をもたない高齢者世帯などが、生活

必需品の購入に不便を来たしていないか調査を実施する。

重点方針の１ 住民のいのちと暮らしを守る生活支援

【 一歩踏み込んだ生活維持・高齢者対策 】

●高齢者の見守り・支え合いの仕組みづくり

地域で高齢者の見守り活動を行い、高齢者を支援する体制

をつくる。

●健康づくり・介護予防の推進
各種健診受診率の向上や新規受診者の拡大に努め、健康

教育・健康相談事業等の保健指導の強化を図る。

●地域医療の確保

移動手段を持たない高齢者の通院対策や住民のかかりつ

け医制の定着化等により、身近な地域医療の確保・充実を

図る。



【 地域資源を生かした総合的な産業振興 】

農業においては、将来にわたる安定的な担い手を確保するため、課題解決に向けた話
し合いを進め、集落営農の組織化等、集落等の実情に応じた取組みを展開していくとと
もに、地域の条件に適合した生産・加工・販売にわたる新たな農業経営に取り組めるよ
う支援を行っていく。また、深刻化する鳥獣被害が、耕作放棄の要因となっていること
から、鳥獣被害対策の重点的な取組みを進める。

林業については、一層の路網整備と森林施業の集約化・間伐の推進を進めるとともに、
山菜等の特用林産物の生産・販売を拡大する。漁業については、栽培漁業を推進すると
ともに、漁業就業を目指す人に長期研修を実施し、担い手の確保・育成を図る。

【対策の骨子】

●農業の担い手の育成、確保と地域営農推進

担い手確保対策としては、将来の方向性について集落住民全体で主体的に話し合う場を設け、地域の実情に合った

形で担い手を育成、確保し、地域全体として農地を守っていく取組みを促す。

●地域特産物の生産・加工・販売の取組み支援

地域の条件に適合した特産品の開発・拡充・産地化・ブランド化の推進のほか、農産加工、地産池消、産直などへ

の取り組みによる農業の総合産業化を推進する。

●鳥獣被害防止対策の重点的実施
有害鳥獣の被害状況・行動調査、追い払い、捕獲など に加え、人と野生鳥獣の棲み分け対策など被害防止対策の

強化を図る。

重点方針の２ 農林水産業の活性化と６次産業化



【 森林文化都市の推進による地域活性化 】

過疎地域の自然、恵み、環境を再認識する場として、多様な主体が協
調・協働し、森林とふれあう機会を積極的に提案しながら、豊かな森林資
源を生かした森林文化都市を推進していく。
また、農山村風景、生活文化、温泉、歴史、伝統芸能など地域固有の恵

まれた観光資源を活用し、都市住民等の観光ニーズに対応した多様な魅力
を創造することにより、地域の活性化につなげる。

【対策の骨子】

●森林文化都市の推進による地域活性化
市民が森に入っていくための散策路「森の散歩道20選」の選定やその情報発信など、森林とふれあう機会を積極

的に提供しながら、多様な主体が協調・協働して本市の自然景観、恵み、環境について再認識する場を創出する。

●観光・交流資源の活用

月山・朝日連峰、六十里越街道、あつみ温泉など、周辺に広がる自然・歴史・文化等の多様な観光資源を生かし、

観光誘客に努める。また都市・市街地と農山村地域との交流を積極的に展開する。

重点方針の３ 森林文化都市と地域を元気にする観光・交流の推進



【将来への希望と誇りを取り戻すための仕組み革新的な取組み】

過疎地域に暮らす住民自らが、主体的に、地域の課題解決に向けた集落ビジョン
の策定に参加し、住民の徹底した話し合いと、集落活性化への活動を行うことで、
将来への希望と誇りを取り戻すための取組みを行う。また、外部からの人材・ノ
ウハウの導入や地域を支援するネットワークを構築することにより、将来の、地
域の仕組みを革新していくような取組みを進める。

また、集落の小規模・高齢化の特に進んでいる集落に対しては、集落の支援員
等を活用し、高齢者の見守りや集落の巡回、話し合いなど、集落住民に対するき
め細かい目配りを行いながら、集落の維持活性化に向けた取組みを進める。

【対策の骨子】

●身近な地域課題に住民自ら取り組む仕組みづくり
地域の住民が「私達の集落は将来こうありたい。」「こういったことに取り組んでみたい。」という思いを、

ワークショップ・マップ作成等を通じ、集落ビジョンの策定及びその取組みを行う。

●地域を支える人的ネットワーク形成と定住促進
（仮称）森の再生協力隊など中山間地の里山を支える人的ネットワークや、集落活性化の担い手としてのUIJター

ン希望者の受入れ体制の整備を進めるため、調査を行う。

●小規模・高齢化集落に対する目配りと支援
集落支援員等の外部の人材も活用し、高齢者への見守りなど集落に対するきめ細かな目配りを行う。

重点方針の４ 地域と集落の再生・活性化
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地域コミュニティ実態調査について 

市民部市民生活課 
１ 調査の趣旨 

 
地域コミュニティは、隣近所による高齢者の見守り、自主防災活動、回覧等の行政情報

の伝達、ゴミステーションの管理等の環境美化活動など、市民の日常生活を支える基本的

なサービスを提供している。しかしながら、人口減少や高齢化、地縁的なつながりの希薄

化などに伴い、その担い手が減少しつつあるほか、地域によりその仕組みが異なっている。

このため、将来にわたって地域の人々の心が通い合い、安心して明るく暮らせるよう、地

域コミュニティの活性化に取り組んでいくうえで、実態を調査するもの。 

 
 
２ 地域コミュニティの構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H22.11 地域審議会資料 

【小学校区】 

・概ね明治の大合併時の町村で、互いの顔

がわかり得る単位 
・地区公民館、地区社会福祉協議会など各

種団体・機構の活動単位 
・自治組織単位では解決できない課題への

対応を期待 

【町内会・自治会】 

・地域コミュニティにおいて、最も中核と

なる構成単位 
・地域住民と行政との接点となる機能 
・個人や家庭だけの力では解決できない課

題に取り組み、地域（まち）づくりを実

践 

【隣近所】 

・概ね町内会・自治会の隣組（班）と一致

し、自治組織活動の基本的な単位 
・日ごろの近所付き合い、冠婚葬祭（特に

葬儀）、日常生活を営む上で、不可欠な

助け合いを実践 

市全域 
(第 1 層) 

中学校区 
(第２層) 

小学校区 
(第３層) 

町内会 
自治会 

(第４層) 

隣近所 
(第５層) 

小
学
校
区
等 

実
態
調
査 

自
治
組
織 

実
態
調
査 

住
民
活
動 

実
態
調
査 



2 

３ 住民自治組織数 

 

 鶴 岡 藤 島 羽 黒 櫛 引 朝 日 温 海 鶴岡市 

学区・地区  ２１       ２１ 

町内・集落 ２５０  ６１  ７１  ２1  ３９  ２７ ４６９ 

計 ２７１  ６１  ７１  ２1  ３９  ２７ ４９０ 

（平成22年4月1日現在） 

 

４ 町内・集落単位住民自治組織の世帯規模分布 

 

鶴　岡 藤　島 羽　黒 櫛　引 朝　日 温　海 鶴 岡 市

１～   10 3 2 9 0 5 1 20
11～   20 19 9 11 0 9 3 51
21～　 30 27 12 15 1 11 2 68
31～   40 26 14 15 1 4 0 60
41～　 50 28 6 10 0 1 4 49
50以下 計 103 43 60 2 30 10 248
51～   60 20 7 2 2 0 2 33
61～　 70 15 1 1 7 6 0 30
71～   80 7 1 5 1 0 3 17
81～　 90 9 3 1 0 1 2 16
91～  100 8 0 1 2 1 1 13
100以下 計 162 55 70 14 38 18 357
101～  200 42 4 1 6 1 6 60
201～  300 23 2 0 0 0 0 25
301～  400 9 0 0 1 0 1 11
401～  500 7 0 0 0 0 2 9
501～  600 3 0 0 0 0 0 3
601～  700 1 0 0 0 0 0 1
701～  800 1 0 0 0 0 0 1
801～  900 1 0 0 0 0 0 1
901～1000 0 0 0 0 0 0 0

1001～ 1 0 0 0 0 0 1
100以上 計 88 6 1 7 1 9 112

合計 250 61 71 21 39 27 469  

（平成22年4月1日現在） 
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５ 地域別人口、自治組織加入率等 

 

地    域 
人口 

(H22 年3 月 31 日現在) 

世帯数 

(H22 年3 月 31 日現在) 

住民自治組織 

加入世帯数 

(H22 年度当初) 

住民自治組織 

世帯加入率 
自治組織数 

市街地 21,748 102 
鶴岡 

郊外地 
95,605 35,153 

8,546 
86.2％ 

148 

藤   島 11,465 3,130 3,025 96.6％ 61 

羽   黒 9,233 2,553 2,394 93.8％ 71 

櫛   引 7,982 2,105 2,027 96.3％ 21 

朝   日 5,002 1,375 1,311 95.3％ 39 

温   海 9,212 3,025 2,946 97.4％ 27 

計 138,499 47,341 41,997 88.7％ 469 

 

 

６ 活動拠点の設置 

 

 鶴 岡 藤 島 羽 黒 櫛 引 朝 日  温 海 鶴岡市 

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ  ２１  ０  ０    ０    ０    ０  ２１ 

公立公民館   １   ５   ５   １   ４   ５  ２１ 

集落・町内組織 ２５０ ６１ ７１ ２１ ３９ ２７ ４６９ 

公民館類似施設 １５８ ５８ ６２ ２１ ３８ ２７ ３６４ 

（平成22年4月1日現在） 

 

７ 調査事業等の概要 

 

（１）自治組織実態調査（H20～22） 

   対象：町内会・自治会の役員（第 4 層） 
内容：地域の概況、自治会の状況、地域活動の状況等に係る事項についての調査 

ヒアリング調査とアンケート調査を併用し、全ての町内会・自治会を対象

に実施 
 

（２）住民活動実態調査（H21） 

    対象：単位自治組織の住民（第 5 層） 
内容：住民個々人の視点から、担っている地域コミュニティ活動、必要としてい

る機能、課題等について、東北公益文科大学との共同による調査 
   中山間地域の小規模集落を対象に、各組織ごと 3 回（繁岡は 2 回）に渡り

ワークショップ形式で実施し、調査結果については 22 年度に報告 
鶴岡地域：東目  朝日地域：大平、繁岡、中村 
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（３）小学校区等広域コミュニティ実態調査（H21・22） 

   対象：小学校区内の自治組織・団体の役員（第3層） 

   内容：増大する地域課題に対し、小学校区等の広域的コミュニティによる対応を

見据え、東北圏地域づくりコンソーシアム推進協議会と共同で域内の活動

や活動拠点（コミュニティセンター、地区公民館）を調査 
            調査は各地区 3 回にわたり、ワークショップ形式で実施 
      昨年度の調査に引き、田川地区では「田川元気会議」を設置し、話し合い

を継続 
・H21…鶴岡地域：第一、田川  朝日地域：朝日大泉 
・H22…藤島地域：東栄     羽黒地域：広瀬 

 
（４）活動事例集作成 

目的：各自治組織の自らの課題解決にあたって、自治組織間の交流を深め、他団

体の優れた活動事例を生かすとともに、実態調査結果を自治組織にフィー

ドバックするため、２７の事例を収録した事例集を作成。 

周知：全自治会等に配布するとともに、市のホームページに掲載 

 
８ 実態・課題 

 
(１)町内会・自治会の運営・活動にみられる状況について 

・ 全般的な傾向として世帯数の減少は緩やかであるが、人口は新興住宅地を除き

減少しており、中心市街地や中山間地域では世帯数、人口とも減少が目立ち、

将来の自治会の維持に対し不安の声が聞かれる。 
・ 世帯数・人口の減により、町内会等運営や公民館整備における各世帯の負担の

増加が懸念され、活動の参加者・担い手、後継者の確保も難しくなるとみられ

る。 
・ 一部には隣接する自治会との連携を模索する動きや、合併の事例もみられると

ともに、行政として自治会の合併推進を期待する意見もあるが、神社や財産等

の取り扱いなどがネックとなっている。 
・ 市街地、郊外地共通の課題として、空き家の増加の指摘があり、環境面の悪化

や災害による倒壊などが懸念されている。 
・ 小規模の自治会では、役員は複数の役職を兼ねる場合も多く、また行政やコミ

センからの依頼業務が増加傾向にあることも役員のなり手不足に影響している。 
・ 主に市街地では、ゴミの分別が守られずに回収されないゴミへの対応が役員の

負担になっている。 
 

(２)高齢化による影響について 

・ 高齢者のみの世帯の増加により、隣組長の担い手が減少する一方、町内会等で
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高齢者の見守り活動等が行われるようになるなど、担い手不足と相俟って町内

会等の活動の負担増となっている。また、高齢者の会費の未納事案も増加傾向

にあると指摘されている。 
・ 高齢世帯では、冬季間の除排雪を隣近所の協力や業者委託等で何とか対応して

いるが、自家用車を運転できない場合は買い物や通院に不安を抱えている。 
・ 一部地域では、老人クラブの結成率が低下し、老人クラブが行ってきた公園や

公民館の清掃活動などの社会奉仕活動の停滞が懸念される。また様々な事情か

ら老人クラブ等に加入していない高齢者も相当いるとみられ、日ごろの活動の

場がないことにより、引篭もりなどにつながることが心配される。 
・ 高齢化に伴う経済活動や共同作業の停滞により、今後、山野、農山村の環境保

全面の維持ができるか懸念される。 
 

(３)防災活動の現状について 

・ 全国的に地震や豪雨による罹災が相次いでいることなどから、市民の防災意識

は高まっており、自主防災組織の結成率は 98％となっているが、自主防災組織

の設置が必ずしも日ごろの防災活動には結びついていない状況がうかがわれる。 
・ 消防団の状況調査結果から、特に過疎中山間地域では、昼間に活動できる消防

団員がほとんどいない状況が浮き彫りになっている。平成 21 年度から導入さ

れた消防団OB による消防団活動協力員を活用する動きも見られる。 
・ 要支援者マップづくり取り組む際に、個人情報保護を盾に情報が得られないと

いう課題がある。 
 

(４)広域的なコミュニティ活動について 

・ 旧鶴岡市の郊外地や旧町村部では昭和の合併以前の村単位でのまとまりが残っ

ているが、市街地では、町内会とコミュニティセンター、学区社会福祉協議会

等の各種団体がそれぞれに活動し、地域内での連携・役割分担が不十分との指

摘がある。 
・ 旧市街地の一部の地区では、町内会長等が学区コミュニティ振興会の役員に就

任するなど、各団体の関係を見直す動きが見られるなど、地区内の団体間の連

携が必要との認識は高まっているものと見られる。また旧鶴岡市の郊外地では、

自治会や団体業務の一部についてコミセンから協力を得ている事例もある。 
・ 郊外地では、コミュニティセンターまでの距離が活動促進のネックになってい

る場合がある。 
・ 旧町村部では、小学校や地区公民館のエリアに対してコミュニティ活動の単位

として認識は薄い。 
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(５)住民生活と住民意識の変化について 

・ 高齢者だけの世帯では、いわゆる老老介護や、多雪地域での屋根の雪下ろしと

除排雪、及び市街地への移動手段の確保が既に大きな負担となっている。 
・ 郊外地では、移動販売車による日用品の購入もみられるが、品揃えは十分とは

いえない。 
・ 郊外地においても、若中年層を中心にサラリーマン化が進み、休日や夜間勤務

など就労環境が複雑化していることから、例会や共同作業に皆が集まれなかっ

たり、祭りや近所の葬儀の手伝いのために休暇を取得しづらいなど、コミュニ

ティ活動に影響を与えている。 
・ 住民意識そのものも、自分の趣味を重視するなど地域行事をわずらわしいと感

じている人が増える傾向にあり、帰属意識の低下がみられる。 
・ 母子家庭の増加、景気低迷を背景とした低所得者層の増加がみられる。 
・ 冠婚葬祭の助け合いとして機能してきた契約講が縮小傾向にあるなど、結いの

精神の希薄化が懸念される。 
 
 
９ 今後の取り組み 

 

○ 地域コミュニティ活性化施策の検討 

現在実施している調査の結果を整理し、地域課題の解決に向けて、市民・地域・

行政の三つの力の総合力を発揮できる地域づくりの仕組みを、自治組織関係者や有

識者等を含む検討会議を設置し議論する。議論では、旧市町村の地域ごとに異なっ

ている住民自治組織と行政との関係についての一定の整理を含め、行政と住民との

役割分担や、地域課題を解決できる住民自治組織のあり方を検討する。 

また、緊急を要する課題については個別に対応するとともに、各庁舎では地域事

情を踏まえた取組みを推進する。 

＜想定される検討課題＞ 

・ 行政と住民との役割分担、行政支援のあり方 

・ 活力ある住民自治組織づくりの推進 
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～地域別の状況～ 

 
〔鶴岡地域〕 

・若い人は日中仕事をしているため、町内会行事には 65 歳以上の人に積極的に協力し

てもらっている 
・町内会活動は総会と敬老会程度。活動内容や住民の関わり方の見直しが必要だが、具

体案がない。 

・会議出席が 120 回と極めて多忙。町内会自体の仕事よりも行政・コミセンからの委託

業務が多くなっている。このため、次の成り手が見つかりづらく、入院しないと辞め

られないと揶揄される。 

・役員のなり手がなく、強引にお願いするため、名ばかり役員がいる。 
・町内会の集会所を持っていないため、事業運営等に支障となっている。 

・町内会は地域福祉の役割が増大していく。コミセンとの機能分担の検討が必要である。 

・ハードはコミセン、ソフトは町内会、機能は社協、そんな役割分担が必要となっている。 

・町内会費未納者が、アパート居住者だけでなく老人層に目立ってきた。 

・老人クラブ、子ども会は活発だが、青(壮)年、女性の団体がない。 

・老人クラブで社会奉仕活動は無理。引篭もりをなくす方が先決。 
・町内会に加入しない新住民がみられ、地域の一体感が醸成できない。 

・三世代同居が多いが農業への就業状況次第では、将来は核家族化が懸念される。 

・跡継ぎであっても独身者の場合もあり、本当に地域に残るか不安である。 

・一度家庭を巣立った子どもたちが地元に帰り、父母と同居する事例は極端に少ない。 

・不況により店舗権住宅の店舗が閉店し、住民も他町への移転するケースが増加 

・土砂崩れが起こりやすい地域だが具体的な自主防災活動はみられない。 

・少子高齢化(結婚)対策を検討しようとしたが名簿作成の段階で頓挫した。 

・保育園所有の車を地域で活用し、お年寄りの買い物などに利用している。 

・高齢になっても自分で運転しているのでかなり危険な状況。 
 

〔藤島地域〕 

・小規模の町内会が多く担い手不足により、役員の選出や、街灯料・公民館の維持管理

など町内会活動への影響が懸念される。 

・町内会は別でも、公民館活動は一緒に活動している事例がある。 

・世帯数が少ないため若手に役を担って欲しいが、世代間で認識に差があり議論がかみ

合わない。 

・担い手不足の解決方法として合併することが考えられるが、神社をそれぞれ持ってい

るため高いハードルがある。 

・町内会長の業務が多いため、後継者選定がスムーズに進まない。 

・町内会役員の負担を軽減するため、行政は会議の持ち方を見直し、夜間開催にしたり、

JA、改良区、公民館、消防、学校などで連携をとって事業の調整を行ってほしい。 

・高齢者世帯がやがて空き家となる例が多く、管理されないため、周辺住民からの苦情
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が多い。 

・ボランティア精神があっても、生活優先とならざるを得なく、共同活動について無報

酬でなくても参加が減少傾向。 

・後継ぎが別世帯で生活しており、今後老人のみの世帯の増加が見込まれ、老後の生活

や介護について不安視している。 

・消防団員は何とか定員を維持しているが、職業や勤務体制の多様化により、新入団員

の後継者難が緊急の課題である。 

・個人情報保護により、援護者名簿や防災マップ作成が難しい。 

・高齢化と道路幅員が狭いことから除排雪作業が難しい。 

・老人クラブの上部団体からの脱退にみられるように、高齢者の社会参加の減少やコミ

ュニティの衰退が懸念される。 

・会費の年間負担額の格差は約3.4倍で、構成世帯数の少ない町内会ほど1世帯あたり

の負担が重い傾向にある。 
 

〔羽黒地域〕 

 ・一桁の世帯数の集落で今後もやっていけるか。集落合併も必要か。 

 ・戸数が少ないため、色々な場面で近隣集落と一緒に活動している。 

 ・小規模な集落でも役職は同じだけあるので選出が大変。 

 ・リーダーになる人が少なく、今後ますます人選が難しくなる。 

 ・４集落からなる老人クラブが解散してしまった。 

 ・現在は高齢者世帯も自立して生活しているが、これから１０年後が危ぶまれる。 

 ・出羽三山神社の祭りに必要な人数を確保できず、OBも動員している。 

 ・高齢世帯の除雪が容易でない状況であるが、今後更に深刻になると予想される。 

 ・空き家は今は無いが、今後は出てくる。 

・少子化により一人で下校するケースも出ており、スクールバスの利用など安全性の確

保を検討してほしい。 

・独居老人の一人が引篭りとなっているが、地域でどう関わってよいのかわからない。 
 

〔櫛引地域〕 

・既存集落と新興住宅地の住民では、自治組織に求めるものが異なる。現在では、新興

住宅地の世帯数が上回るようになり、従前の地区運営は困難になっている。 

 ・高齢者世帯が全体の約１割を占めるようになり、見守りなど支援システムの整備が課

題と認識している。 

 ・就職先の関係で卒業と同時に地元を離れる例が多いこと、勤務形態の多様化などから

伝統芸能の担い手の減少により、伝承・保存が困難になっている。 

 ・集落内に生鮮食料品や日用雑貨を扱う店がなく、交通手段を持たない高齢者が不便を

感じている。 

 ・昼間の消防団員が少なく、ポンプ車を出動できないとの不安がある。 

 ・就業形態の多様化、勤め先からの無理解により消防団に入団する若者が少なくなって
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いる。 

 ・現在空き家になっているものに加え、高齢者のみ世帯が、今後、空き家になる可能性

が高い。 
 ・４０代、５０代の独身男性がどの集落にもおり、適齢期を逃すと結婚が難しくなって

いる。 
 

〔朝日地域〕 

 ・役員の担い手不足のため、年齢順・輪番制で選出するため、自分の任期を大過なく終

わらせたいとの意識が働き、地域の課題を考える機運がなかなか生まれない。一方で

小規模集落では、役員が長期固定している。 

 ・車を運転できなくなった際の買い物、通院に不安を感じている。 

 ・高齢化、世帯数の減により、農林道、水路の共同作業の範囲が狭まり、荒廃が懸念さ

れる。 

 ・農業の委託が増加し、兼業農家世帯の後継者が定住するか不安である。 

 ・産業構造の変化により地域内での就労の場が減少している。 

 ・高齢者世帯では、自力での除排雪作業が困難となり、市街地に住む家族と同居するか

除雪作業を業者委託するか選択せざる得ない状況にある。 

 ・世帯数の減少や共同作業の外注等により自治会費その他の経費負担が増加している。 

 ・昼間人口の減少、高齢化、消防団員不在の状況から、火災、自然災害の対応に不安を

抱えている。 

 ・サル、熊による農作物被害が頻発し、農業者の生産意欲が低下し深刻な状況となって

いる。 
 ・子どもが少なく、学校、集落などの存続に不安を抱いている。 

 

〔温海地域〕 

 ・世帯数減のほかに滞納の増により、会費徴収額の減少傾向がみられる。 

 ・自治公民館など築後 30 年を経過した施設が多く、世帯数の減もあり、今後の大規模

改修が大きな負担となる。 

 ・比較的品揃えのある商店が閉店する集落が増え、高齢者だけの世帯は不便な状況とな

っている。 

 ・高齢者だけの世帯が 20％ほどとなり、老人が老人を介護する老老介護が始まっている。 

 ・勤労形態の変化や休暇取得が難しいことにより、祭典に参加できる人が減り、日数の

短縮や行事の一部取り止めがみられる。 

 ・空き家が増加しており、防災、防犯、衛生面から自治会として対応に苦慮している。 

 ・若者は、旧鶴岡市への通勤が増え、自治会活動に制約があるほか、目上の人との交流

を避ける傾向にある。 

 ・外で遊ばないこと、通学がスクールバスとなったことなどから、同じ集落の子どもで

もどこの家の子かわからなくなってきた。 

 ・農繁期の「結い」や冠婚葬祭の「契約講」が廃れるなど、近所づきあいが希薄になる

傾向にある。 
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温海地域コミュニティ実態調査報告書 

 
 
 

はじめに 

 

 これまで総務課・政策企画室・市民福祉課・教育課の地域振興担当職員が、

県の市町村支援課地域政策室主催の地域コミュニティ研究会に参加し、地域

支援の方策を学ぶと共に、各集落に入り南部中山間地域調査（政策企画室）・

車座トーク（市民福祉課）・社会教育基礎調査（教育課）・自治組織調査（市

民生活課）・過疎対策集落調査（山形県）・地域コミュニティ実態調査（政策

調整室）等の調査を行ってきました。 
  
温海地域の各集落では、1 集落１自治会を組織し、公民館活動においても単

独で自治公民館方式をとっており、自治会活動と公民館活動を一体化した方

法で活動するコミュニティ組織となっています。 
自治会には、ほとんどの世帯が加入しており、自治会費は、所得割・資産

割・平等割等で算定した会費を負担し、１世帯あたり年平均 36,000 円位とな

っております。 
 

 コミュニティは、社会状況の変遷と共に変化はしていきますが、温海地域

のコミュニティ機能は変わらず、自治会組織はしっかりと機能しており、コ

ミュニティ再生の視点からではなく、地域活性化の方向に基づいて進めてい

かなければならないと思います。 
 
 これまでもコミュニティの課題として、近年、過疎化・少子高齢化につい

ては頻繁にいわれてきておりますが、個別的・断片的でなく、いろいろな課

題が連鎖と互いにからみあいながら事態が推移している状況下にあると思わ

れます。 
 
 コミュニティにおける課題は数多くありますが、これまでの地域コミュニ

ティの実態調査等から見えてきた主な課題や最近新に問題化してきた課題を

含め報告させていただきます。 
 



 

- 2 - 

１．調査地域の概要 

 
○温海全域 H22 年 4 月 現在 
・集落数 27 ・人口 9,212 人 ・世帯数 3,025 世帯 ・高齢化率 35％ 
・最大集落 温海温泉 434 世帯 1,092 人  
・最小集落 小菅野代  9 世帯   16 人 

 
○温海全域人口・世帯数の推移（国勢調査より） 
 S５１ S６１ H８ H１８ H２８推計 30 年間の増減 

人 口 15,659 13,864 11,963 9,949 7,974 △5,710 
増減率% △19.0 △11.5 △13.7 △16.8 △19.9 △36.5 
世帯数 3,625 3,461 3,291 3,105  △520 
増減率% △6.5 △4.5 △4.9 △5.7  △14.3 
 
 
○温海全域合併後の人口・世帯数の推移（住民基本台帳より） 
 H17・10・1 H18・10・1 H19・10・1 H20・10・1 H21・10・1 

人 口 10,124 9,902 9,731 9,481 9,326 
増減率% △2.3 △2.2 △1.7 △2.6 △1.6 

世 帯 数 3,107 3,098 3,076 3,052 3,032 
増減率% △0.9 △0.3 △0.7 △0.8 △0.7 

 
 4 年間の増減 

人 口 △798 
増減率% △7.9 

世 帯 数 △75 
増減率% △2.4 

 
 
○温海全域人口動態（H11 年 4 月 1 日～H18 年 3 月 31 日７年間）（国勢調査より） 

出生 死亡 転入 転出 転居 計 
458 1,030 1,304 2,187  △1,455 
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２．温海地域の主要課題 

 ＊コミュニティの活動に期待する中で、主要な課題になると思われる５項目 
  についてまとめてみました。 
 
（１） 自治会の運営 

課 題 

① 温海地域は、各自治会が自治公民館方式をとっており自治会活動と公

民館活動を一本化し活動しているコミュニティ組織で、１世帯あたり年

額平均 36,000 円程の自治会費を負担して自治会を運営しております。 
   ② 高齢化・過疎化による人口・世帯の減少に伴い自治会費の全体徴収

額が減少しており、各自治会の予算額が減額となっております。大き

な集落においては自治会費の滞納傾向がみられます。 
   ③ 施設の維持経費に占める割合も多くなり、さらに築後 30 年を経過し

た施設が多く老朽化が進み、大規模改修が必要となってきており、今

後、大きな負担となってきます。 
 

（２） 高齢者の福祉・防犯・防災対策 

課 題 

① 少子・高齢化に伴い温海地域の高齢化率は 35%になりました。 
今後、人口が増えることは予測し難く、むしろ過疎化が加速されると

思われます。 
② 高齢者だけの世帯率が 20％であり、高齢化に伴う顕著な状況として、

老人が老人を介護する老老介護が始まっています。 
③ 比較的品揃えのある商店が、閉店していく集落が増え、日常生活用品

や食料品を集落内で購入ができない傾向にあり、高齢者だけの世帯は大

変不便な状況になっています。 
④ 最近、振り込め詐欺・悪質訪問販売等の高齢者をターゲットにした電

話等が増えております。 
（実際に最近のことですが温海地域内において振り込め詐欺に誘わ

れ、銀行で 100 万円を振り込もうとしていたところを、銀行員、警察、

住民らが説得し、未然に防いだ事件がありました。） 
⑤ 災害時の犠牲者には高齢者等が多く、誰かの手助けがあれば助かる場

合があります。 
隣近所・自主防災会等の地元住民で常日頃から気遣い、見守り、災害

時には声を掛け合い共に避難する気持ちが大切と思われます。 
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このように高齢者の生活環境の変化が日々の生活に大きな負担となっ

ています。 
 
（３） 地域伝統芸能文化の継承 

課 題 

① 温海地域の伝統芸能は、春・秋・正月等の祭典時に行われますが、中

には数日費やす行事もあります。その際は、勤務先から休暇をとって、

集落をあげ盛大に行われてきましたが、最近、不況や就労形態の変化さ

らに勤務先の事情で連続して休暇がとれない人が増えてきており、その

ため祭典の日数を短くしたり、祭典行事の一部を取りやめたりしている

集落があります。 
② 行列の際の装束（羽織・袴・紋付等）や理容・美容等に係る経費が負

担になっていることや、祭典時に輪番制の役廻りに高齢者が応じられな

いため、代わりの人をシルバー人材センターに依頼するところもありま

す。このように、伝統芸能文化の簡素化が進み継承に不安な面をのぞか

せています。 
 
（４） 日中の消防体制 

課 題 

① 地域内に職場が少なく消防団員の多くが、集落外に就労しており日中

には、ほとんど消防団員はいない現状であります。 
 

（５） 空き家対策 

課 題 

① 大規模集落では、空き家が 50 軒もあり、管理について防災・防犯・

衛生面から自治会として苦慮しています。 
② 土地も含め空き家も売却したいが、相手がなかなか見つからないよう

です。 
③ 地震、台風等の災害時において、老朽化し危険な空き家があると共に、

放置されたままの空き家も増えています。 
 

３．ほとんどの集落が抱える個別課題 

（１） 若者の状況 

  ① 一度は都会等に出て、数年後には U ターンして来ている人も、仕事が

決まらないとまた出で行く傾向も見られます。 
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さらに「とじこもり」や「ニート」のような片寄った生活をする人が

見えています。 
  ② 旧鶴岡市に通勤する人が増え、三交代勤務等の関係で、自治会などの

活動に制限があるようです。 
  ③ 結婚や子どもが小学校入学時を契機に、転出する人が見られます。 
  ④ 消防団が青年の交流や世代間のコミュニケーションの場となっていま

す。 
  ⑤ 農家でありながら、土・日曜日もいろいろ忙しいことを理由に、農作

業に協力する若者が少なく、将来の後継者の確保に不安があります。 
  ⑥ 同級生と交流はするが、目上の人とは交流を避ける傾向にあります。 
   特に、飲酒を伴う交流は少ないようです。 
 
（２） 子供の状況 

  ① スポーツ少年団の活動が忙しく、自治会の少年会活動に参加できない

場合があります。 
  ② 海や山で遊ばなくなり、魚介類や山菜の名称がわからない子供が増え

てきました。 
  ③ 外で遊んでいる子供を見ることが少なくなってきました。 
  ④ 集落内の子供が、どこの家の子かわからなくなってきました。 
 
（３） 共有財産の管理 

① 役員の共有名義分について、役員の相続登記が済んでいないものがあり

所有権移転ができない状態にあるようです。 
  ② 集落の山林について、境界を把握している人が少なくなってきました。 
  ③ 年月が経過すればするほど、移転登記が困難になると思われます。 
  ④ 温海地域内において、３集落が地縁団体の認定を受けて、共有財産の

名義変更を行っており、さらに１集落が地縁団体の申請の準備中です。 
 

４．個別の地域が抱える状況 

（１） 中山間地域の状況 

  ① 猿の被害が増えて耕作意欲をなくす農家が増えています。 
  ② 高齢者世帯の雪下ろしが大変になっていますし、作業中の事故が心配

です。 
  ③ これまであった医療機関がなくなり、緊急時の対応が心配されます。 
  ④ 農山村に限らず、結婚しない独身の人が増えており、結果として少子
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化が進んでいます。 
  ⑤ 農繁期の「結い」や冠婚葬祭時の「契約講」もほとんどなくなり、隣

近所の付き合いが希薄になる傾向にあります。 
 

（２） 海岸地域の状況 

  ① 海岸沿いの集落は、毎年数回にわたり海岸清掃をしますが、漂着ゴミ

が増えてきており、小さい集落では対処できない状況にあります。 
釣りや海水浴等で海を利用する人からも、なんらかの支援を受ける制度の

確立をお願いしたいと思っているようです。 
  ② 地震等災害時に指定された避難所はありますが、背後にすぐ山があり

大きな津波が発生した場合には、山崩れ等を考慮した柔軟な避難方法を

とる必要があります。 
 
（３） 大規模集落の状況（３００世帯以上） 

  ① 自治会費の滞納が増える傾向にあり、累積数百万の未納額がある集落

もあります。 
  ② 50 軒も空き家がある集落もあり、中には老朽化し地震・台風等の災害

時に、倒壊したり瓦等が飛んだりしそうな危険な空き家もあります。 
  ③ 転出転入の情報がこれまでのように入手できず、自治会員の把握が難

しくなってきました。 
 
（４） 極小集落の状況（３０世帯未満） 

  ① 集落に子供が一人もいなくなり活気がなくなってきました。 
  ② 最近、隣接した集落と合併したところが二箇所あります。 

（平成１５年度に五十川と田川、平成１６年度に小名部と平沢） 
    現在、具体的に集落の合併を協議しているところもあります。 
  ③ 老人クラブ活動・子供会活動を隣接した集落と合同で行ったり、運動

会のときに小集落の連合チームを組んだりして工夫しています。 
  ④ 公民館だけでなく、神社・寺の修繕については、各世帯に多額の負担

金を求めなければならないことや、雪下ろし・雪囲い等の合同作業も高

齢者が多くなり、困難になってきています。 




